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DX推進への取り組み

急速に進化する社会環境に対応し、DAIKENグループでは業務の効率化と最適化を目指してDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進しています。

DX人財の育成にも力を入れており、研修や教育プログラムを計画的に実施することで、社員一人ひとりのスキル向上を支援しています。

さらに、実際の業務現場でもデジタル技術を積極的に取り入れ、業務プロセスの改善や新たなビジネスモデルの創出に挑戦しています。

DX人財育成研修を実施

DX人財育成に向けた取り組み

生成AIを活用した企業理念ポスターの制作

2025年11月、企業理念や行動指針の浸透と

実践促進のため、各拠点に掲示する理念ポス

ターを刷新しました。今回の制作では、生成

AIを積極的に活用し、外部委託を行わずに

デザインを効率的に作成。これにより、制作

コストを大幅に削減し、従来よりも短期間で

独自性の高いデザインを実現しました。生

成AIの活用により、グループ行動指針に即

した多様なデザイン案を迅速に検討・採用で

きた点も特長です。今後もDX推進の一環と

して、最先端のAI技術を活用し、業務効率化

と価値創造を図っていきます。 新たに制作した企業理念ポスター
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今回のデジタル推進実践研修を通じて得た最大の気付きは「手段の目的化への危機感」です。「とりあえずAIを使ってみよう」という発想は失敗を招きやすく、DXの出

発点は常に「現場の課題は何か」を見極めることであると痛感しました。現在、私の所属部門もDXを推進しています。その一例ですが、データの透明性確保やビジネ

ス環境の変化に迅速に対応するという「課題」を解決する目的の一環として、自社所有の倉庫管理システム（WMS）を一部拠点から導入しています。この取り組みはデー

タドリブンな経営やアジリティの向上といった成果に結びつけていくことを目的としています。将来的には生産・販売システムとのシームレスな連携やさらなるデー

タ活用を推進することで、競争力の源泉とし、将来的なビジネスの拡張に貢献したいと考えています。

2025年、長期ビジョン達成に向けたDX人財の計

画的育成を目的として「デジタル推進実践研修」

を全6回にわたって実施しました。自ら応募した

社員や役員推薦者など24名が参加し、「あるべき

姿と現状のギャップ」を特定し、課題抽出からデ

ジタルによる解決策の立案まで一連のプロセス

を習得。各自の業務課題に即したデジタル化施

策を検討し、実践的なプロジェクトとしてまとめ

ることで、業務効率化や生産性向上に取り組みま

した。最終発表では、施策の実現可能性や効果が

審査され、社内におけるDX推進力向上やデジタ

ル化の取り組みの活性化につながっています。

● 第1期デジタル推進実践研修
● 第2期デジタル推進実践研修
● 生成AIワークショップ
● 業務効率化セミナー

デジタルスキル研修

e-ラーニング受講によるITリテラシーの向上

IT関連資格取得支援

2022 2023 2024 2025

ガバナンス

デジタル推進実践研修の様子

私
た
ち
が
目
指
す
未
来

私
た
ち
の
目
標
と
戦
略

私
た
ち
の
成
長
基
盤

62



推進体制

内部通報体制

DAIKENグループでは、2013年4月から役員および従業員など

（嘱託・契約社員・派遣労働者・パート・アルバイトを含む）から

の組織的または個人的な不正行為に関する通報およびそれに関

する相談を適切に処理するため内部通報制度を整備し、不正行為

の未然防止、早期発見および是正を図り、コンプライアンス経営

の強化に努めています。当社の内部通報体制は以下のとおりです。

2025年4月より、グルー

プ全従業員への「コンプ

ライアンスマガジン」の

定期配信を開始しまし

た。本マガジンでは、コ

ンプライアンス違反事

例やクイズ形式のコン

テンツを通じて、従業員

一人ひとりの道徳観・倫

理観の向上とコンプラ

イアンス意識の定着を

図っています。

コンプライアンス
マガジンの
定期配信開始

2026年4月より、グループ全体のリスク管理とコンプライアンスの実効性向上を目的として、従来の「リスク&コンプライアンスマネジ

メント委員会」を「リスクマネジメント委員会」と「コンプライアンス委員会」の2つに再編しました。これにより、各分野に特化した独

立した推進体制を構築し、より高度な管理と迅速な対応が可能となります。今後もステークホルダーから信頼される企業として、持続

的な企業価値の向上を目指してまいります。

コンプライアンス・リスクマネジメント体制の強化

コンプライアンスの軸となる「グループ企業理念」「グループ行動指針」を定めるとともに、

企業経営に影響を及ぼすさまざまなリスクを排除し、継続的な発展を維持するためのマネジメントに積極的に取り組んでいます。

コンプライアンス・リスクマネジメント

社内浸透施策

DAIKENグループでは、「グループ企業理念」の実現に向けて「グループ行動指針」や「コンプライアンス行動規範」を設け、役員・従業員

一人ひとりが法令遵守を重視した事業活動を行っています。コンプライアンス意識の向上を目的に、新入社員から役員まで各階層ごと

に研修プログラムを用意し、年度ごとに重点テーマを設定した教育にも力を入れています。また、集合研修や通信教育、2008年度より

導入したe-ラーニングなど多様な手法で啓発活動を推進。コンプライアンスを企業文化として根付かせる取り組みを継続しています。

コンプライアンスの取り組み

2017年度より、従業員の企業理念に対する意識調査を実施し、

その結果を踏まえて浸透施策を推進しています。中期経営計画

「GP25 3rd Stage」の基盤として推進したESG目標（2022 ～

2025年度）においても、理念浸透度60点を掲げ、期間内に達成

しました。経営トップ自らが全社イベントや動画配信を通じて

理念を発信するほか、各階層向けの「理念共有ワークショップ」

や部門ごとの施策展開などを通じて、今後も企業理念の浸透に

取り組んでいきます。

グループ企業理念浸透度調査の実施

DAIKENグループでは、グループ全従業員のコンプライアンス

の意識と理解を高めることにより、企業としての社会的責任を

果たし、ステークホルダーからの信頼を得ることを目的として

「コンプライアンス行動規範」を制定しています。本行動規範は、

グループ従業員一人ひとりが日常の業務や活動においてどのよ

うに行動すべきかについて具体的に定めたものです。本行動規

範に基づいた社内教育等により、今後もステークホルダーから

信頼される企業として社会的責任を果たしていきます。

コンプライアンス行動規範の制定

主なコンプライアンス教育研修

対象・テーマ

新入社員

新任管理職社員

新任部門長

形式

集合研修

e-ラーニング 全社員

情報セキュリティ

個人情報保護

インサイダー取引規制

独占禁止法

取適法

与信管理

外為法と輸出管理

知的財産権

廃棄物処理法

クレーム対応

法令主管部門
主管法令の遵守徹底に

向けた教育・啓蒙および専門的支援

リスク主管部門
主管リスクに関する

全社的モニタリング・専門的支援

各部門・
グループ会社 （通報者）従業員など

通報窓口 社外窓口

外部弁護士

第三者機関

CCO

コンプライアンス
担当部門長

コンプライアンス委員会

委員長：CCO（Chief Compliance Officer）
事務局：コンプライアンス担当部門

グループ全体のコンプライアンスに係る事項の審議、報告 ほか

● コンプライアンス施策の推進について
● コンプライアンス事案の再発防止策履行状況について

＜主な審議事項＞

委員長：危機管理担当役員
事務局：経営企画部

リスクマネジメント委員会

グループ全体のリスクマネジメントの体制構築、推進計画の統括管理

● 重要リスクマネジメント状況について
● 重要購買品・原材料調達状況について

＜主な審議事項＞

執行常務会
※経営に重大な影響を及ぼすものは執行常務会に上程

ガバナンス

ガバナンス
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推進体制
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